
対内外直接投資の動向

1. 対内外直接投資統計

(1) 対外直接投資統計と国際収支統計

対外直接投資の統計には, 現在, 対外直接投資実績と国際

収支統計とがある｡ 前者は, 外国為替及び外国貿易法の規定

に基づいて提出された対外直接投資の届出及び報告 (昭和55

年11月30日以前は許可) 状況を, 形態別, 地域・国別, 業種

別に集計したものであり, 後者は, 同法令の規定に基づく支

払等報告書や対外直接投資に係る外国法人の内部留保等に関

する報告書等を利用して, 国際収支統計の投資収支 (資産)

中の一項目として作成されている｡

(2) 二つの統計の違い

対外直接投資実績と国際収支統計中の直接投資は, 次のよ

うな理由から計数が一致しない｡

例えば, 平成12年度中の対外直接投資統計における直接投

資額は 5 兆3,690億円であり, これに対し国際収支統計の同

年度中の直接投資額は 4兆5,540億円である｡

① 対外直接投資実績は, 投資を行う際に提出された届出等

を基にグロス・ベースで集計した統計であるが, 国際収支

統計は, 実際に行われた直接投資に係る居住者・非居住者

間の受払等をネット・ベースで集計した統計である｡

したがって, 両者の間には投資の回収に係る部分につい

ての違いがあるほか, 届出と支払の間にタイムラグがある

場合や支払が分割して実行された場合に, 前者では届け出

た際において未実行のものも含めて計上されるのに対し,

後者では実行のあった時点において計上されることにな

る｡ また, 届出後に実行を中止したことにより支払が実行

されなかった場合においても, 前者では計上され, 後者で

は計上されない｡

② 対外直接投資実績においては, 原則として 1億円相当額

以下の取引は計上されない (財務省令で定める業種等に係

る取引については 1億円相当額以下のものも計上される｡)

のに対し, 国際収支統計では原則として 1件あたり 5百万

円相当額以下の取引は計上されない｡

③ 支店等に送金する場合において, 対外直接投資実績では

設置, 拡張の場合のみ計上されるのに対し, 国際収支統計

では設置, 拡張のみならず, 創業資金, 追加運転資金, 閉

鎖又は業務縮小に伴う清算代金等の支払に至るまで計上さ

れている｡

④ 外国法人からの配当金を受け取らずに外国に留保させて

いる場合など実際に送金が伴わない場合, 対外直接投資実

績では投資として表面化しない限り計上されないのに対

し, 国際収支統計では再投資収益として計上される｡

⑤ 対外直接投資実績では, 昭和55年12月 1 日以降, 外国に

ある不動産 (営業用, 非営業用を問わず) の取得について

外為法上届出を要しないこととされたため, 同月以降はこ

れが計上されていないのに対し, 国際収支統計では計上さ

れている｡

(3) 対内直接投資統計

対内直接投資実績は, 外為法における対内直接投資の制度

が後述のように平成 4年 1月 1日から原則事後報告・一部事

前届出制とされたことから, 事後報告及び事前届出をグロ

ス・ベースで作成している｡ 対外直接投資実績の場合と同

様, 国際収支統計とは種々の違いがあるため, 計数は一致し

ない｡

(4) 対内外直接投資統計の分析

本統計においては, 平成10年 4 月 1 日より改正外為法が施

行され, 対外直接投資が従前の事前届出制から原則事後報告

制へ移行し, これに伴い平成10年度以降対内外直接投資の動

向分析は行っていない｡

2. 対内外直接投資の外為法上の取扱

(1) 対外直接投資

外為法上の対外直接投資とは, 居住者が海外における外国

法人の事業活動に参加するなど, 当該法人との間に永続的な

経済関係を結ぶために外国法人の発行する株式等を取得する

こと, 外国法人に金銭を貸し付けること又は外国に支店や工

場等を設置することにより行われるものであり, 単なる資産

運用を目的として行われるポートフォリオ・インベストメン

ト等とは区別されている｡

対外直接投資については, 外為法改正前は事前届出制と

なっていたが, 平成10年 4 月の改正外為法施行により, 原則

事後報告・一部審査付事前届出制となっている｡

外為法上, 届け出られた対外直接投資が実行された場合に

国際的な平和及び安全を損なう等の事態を引き起こし, 外為

法の目的の達成に支障が生じると認められる場合には, 財務

大臣は届出内容の変更または中止を勧告できることとなって

おり, 当該対外直接投資の内容等について審査するために届

出から20日間の不作為期間が設けられている｡

しかし, 実際の取扱いにおいては, 制限業種等に対する投

資を除き, 原則として届出内容の適否等の形式的な確認を

行った上で届出当日から当該投資が実行できるように不作為
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期間の短縮を行うこととしている｡

制限業種等に対する投資としては以下のものなどが挙げら

れる｡

① 審査付事前届出が必要なもの

漁業, 皮革又は皮革製品製造業, 武器製造業, 武器製

造関連設備製造業, 麻薬等製造業

② 許可が必要なもの

イラク又はアンゴラの法令に基づいて設立された法人

に対する金銭の貸付け

(2) 対内直接投資

対内直接投資は, 昭和55年12月施行の改正外為法により,

旧外資法による認可制から事前届出制に改められ, 更に, 平

成 4 年 1 月施行の改正外為法により, 事前届出制から原則事

後報告・一部事前届出制に移行し, より一層の手続きの簡素

化が図られた｡

原則事後報告制となった結果, 外国投資家は, ほとんどの

場合, 対内直接投資を行った日から15日以内に日本銀行の窓

口に報告書を提出すれば足りることとなっている｡

なお, 現在, 事前届出が必要な対内直接投資は, 以下に該

当するものである (以下の①及び②に該当しない業種を告示

で提示している)｡

① OECD資本移動自由化コードにおいて, 一般的に規制が

認められている ｢国の安全を損なう等のおそれのある業

種｣ に係る対内直接投資

② 上記コード上, わが国が自由化を留保している業種 (農

林水産業, 石油業等) に係る対内直接投資

③ 相互主義の観点から審査が必要と認められる国の投資家

により行われる対内直接投資 (当該審査が不要な国を対内

直接投資命令の別表第一に掲載している)
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対外及び対内直接投資状況 (総括表)

(1) 対 外 直 接 投 資 実 績
対外直接投資実績の推移 (単位 件, 億円)

形態別

年度

株式・持分の取得 貸 付 支店設置・拡張 合 計

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

平成 5年度 1,530 27,525 1,925 13,690 33 299 3,488 41,514
6 1,203 29,694 1,236 12,710 39 404 2,478 42,808
7 1,498 33,749 1,332 14,881 33 938 2,863 49,568
8 1,228 40,515 1,254 12,430 19 1,149 2,501 54,094
9 1,032 50,348 1,446 15,176 11 705 2,489 66,229
10 508 32,632 1,083 19,079 6 457 1,597 52,169
11 603 62,991 1,104 11,170 6 229 1,713 74,390
12 633 45,968 1,048 7,445 3 277 1,684 53,690
12[上期] 323 23,104 646 4,632 2 143 971 27,879
13[上期] 336 12,976 570 3,436 2 328 908 16,740

(注) 1. 計数は報告・届出ベース｡
2. 件数は, ｢株式・持分の取得｣ は現法の新設または新規資本参加があった場合のみ計上, ｢貸付｣ は新規案件のみ計上 (社債の取得を含む), ｢支店設置・拡
張｣ は新設案件のみ計上｡
3. 金額は単位未満四捨五入｡

(2) 対 内 直 接 投 資 実 績
対内直接投資実績の推移 (単位 件, 億円)

形態別

年度

株式・持分の取得 貸 付 合 計

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

平成 5年度 999 2,209 73 1,377 1,072 3,586
6 1,051 3,298 84 1,029 1,135 4,327
7 1,135 2,055 137 1,642 1,272 3,697
8 1,206 5,476 98 2,231 1,304 7,707
9 1,244 6,011 57 771 1,301 6,782
10 1,351 8,147 191 5,257 1,542 13,404
11 1,612 21,366 93 2,626 1,705 23,993
12 1,782 27,359 60 3,892 1,842 31,251
12[上期] 829 18,059 24 843 853 18,901
13[上期] 693 13,260 32 2,098 725 15,358

(注) 1. 計数は報告・届出ベース｡
2. 件数は, ｢株式・持分の取得｣ は外国投資家による本邦企業の株式または持分の取得があった場合のみ計上, ｢貸付｣ は新規案件のみ計上 (社債の取得を含
む)｡
3. 金額は単位未満四捨五入｡
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(3) 業 種 別 対 外 直 接 投 資 実 績
(単位 件, 億円, ％)

年 度

業 種

平成11年度 平成12年度 平成12年度上期 平成13年度上期

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額構成比 構成比 構成比 構成比 増減率

製

造

業

輸 送 機 85 5,333 7.2 79 3,468 6.5 37 2,278 8.2 51 3,499 20.9 53.6
電 機 140 18,237 24.5 167 3,368 6.3 75 1,392 5.0 90 2,121 12.7 52.4
木材・パルプ 16 129 0.2 7 163 0.3 4 74 0.3 7 875 5.2 1,085.2
化 学 94 1,889 2.5 68 2,117 3.9 36 1,217 4.4 29 817 4.9 △ 32.9
機 械 74 1,110 1.5 52 1,559 2.9 21 698 2.5 29 768 4.6 10.1
鉄 ・ 非 鉄 64 1,626 2.2 47 781 1.5 32 455 1.6 31 421 2.5 △ 7.6
食 糧 59 16,628 22.4 35 284 0.5 20 166 0.6 15 99 0.6 △ 40.2
繊 維 15 290 0.4 11 246 0.5 5 143 0.5 7 97 0.6 △ 32.4
そ の 他 67 1,951 2.6 62 925 1.7 36 351 1.3 33 339 2.0 △ 3.4
小 計 614 47,193 63.4 528 12,911 24.0 266 6,774 24.3 292 9,037 54.0 33.4

非

製

造

業

金融・保険 431 11,026 14.8 675 9,290 17.3 454 5,350 19.2 397 3,270 19.5 △ 38.9
商 業 193 4,324 5.8 146 3,696 6.9 74 1,921 6.9 62 1,478 8.8 △ 23.0
運 輸 業 156 3,091 4.2 128 24,182 45.0 63 12,201 43.8 60 1,088 6.5 △ 91.1
サービス業 175 4,812 6.5 157 1,945 3.6 88 1,110 4.0 73 809 4.8 △ 27.2
鉱 業 45 1,028 1.4 9 708 1.3 5 103 0.4 5 425 2.5 311.9
不 動 産 業 61 2,358 3.2 18 403 0.8 12 244 0.9 10 273 1.6 11.8
建 設 業 17 203 0.3 7 100 0.2 4 21 0.1 2 19 0.1 △ 7.8
農 ・ 林 業 9 90 0.1 7 30 0.1 1 6 0.0 5 12 0.1 104.4
漁・水産業 6 29 0.0 5 146 0.3 1 3 0.0 ― 1 0.0 △ 54.9
そ の 他 ― 9 0.0 1 2 0.0 1 2 0.0 ― ― ― 皆減
小 計 1,093 26,968 36.3 1,153 40,502 75.4 703 20,962 75.2 614 7,375 44.1 △ 64.8

支 店 6 229 0.3 3 277 0.5 2 143 0.5 2 328 2.0 129.7
合 計 1,713 74,390 100.0 1,684 53,690 100.0 971 27,879 100.0 908 16,740 100.0 △ 40.0
(注) 増減率は前年同期比

(4) 業 種 別 対 内 直 接 投 資 実 績
(単位 件, 億円, ％)

年 度

業 種

平成11年度 平成12年度 平成12年度上期 平成13年度上期

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額構成比 構成比 構成比 構成比 増減率

製

造

業

機 械 126 8,652 36.1 60 3,519 11.3 27 340 1.8 24 746 4.9 119.2
化 学 98 603 2.5 39 1,788 5.7 17 348 1.8 15 427 2.8 23.0
石 油 34 135 0.6 25 2,534 8.1 11 1 0.0 5 74 0.511,761.3
繊 維 4 2 0.0 3 24 0.1 ― ― ― 5 10 0.1 皆増
ガラス・土石製品 3 57 0.2 1 0 0.0 ― ― ― 5 9 0.1 皆増
金 属 16 179 0.7 2 19 0.1 2 19 0.1 2 1 0.0 △ 97.1
食 品 8 15 0.1 1 0 0.0 ― ― ― 1 0 0.0 皆増
ゴム・皮革製品 1 70 0.3 1 11 0.0 1 11 0.1 ― ― ― 皆減
そ の 他 15 85 0.4 9 12 0.0 1 0 0.0 8 48 0.3 皆増
小 計 305 9,797 40.8 141 7,907 25.3 59 719 3.8 65 1,315 8.6 82.9

非

製

造

業

通 信 業 52 3,300 13.8 53 7,508 24.0 35 7,258 38.4 21 7,948 51.8 9.5
金融・保険業 208 5,115 21.3 300 10,293 32.9 120 7,658 40.5 147 4,552 29.6 △ 40.6
サービス業 539 2,058 8.6 788 2,365 7.6 381 895 4.7 262 744 4.8 △ 16.8
不 動 産 業 104 168 0.7 93 346 1.1 41 330 1.7 55 409 2.7 24.0
商事・貿易業 477 3,485 14.5 442 2,761 8.8 208 2,026 10.7 164 374 2.4 △ 81.5
運 輸 業 8 22 0.1 14 57 0.2 4 6 0.0 4 9 0.1 51.4
建 設 業 5 22 0.1 1 0 0.0 ― ― ― 3 0 0.0 皆増
そ の 他 7 25 0.1 10 13 0.0 5 11 0.1 4 6 0.0 △ 39.6
小 計 1,400 14,196 59.2 1,701 23,344 74.7 794 18,183 96.2 660 14,043 91.4 △ 22.8

合 計 1,705 23,993 100.0 1,842 31,251 100.0 853 18,901 100.0 725 15,358 100.0 △ 18.7
(注) 増減率は前年同期比
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(5) 主要国別・地域別対内直接投資実績
(単位 件, 億円, ％)

年 度

国又は地域

平成11年度 平成12年度 平成12年度上期 平成13年度上期

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額構成比 構成比 構成比 構成比 増減率

ア メ リ カ 合 衆 国 350 24,868 33.4 272 13,413 25.0 136 9,246 33.2 115 3,837 22.9 △ 58.5
カ ナ ダ 5 2,760 3.7 8 149 0.3 3 65 0.2 2 101 0.6 55.5
北 米 計 355 27,629 37.1 280 13,562 25.3 139 9,311 33.4 117 3,939 23.5 △ 57.7

ブ ラ ジ ル 25 730 1.0 9 249 0.5 5 154 0.6 6 1,012 6.0 555.3
ケ イ マ ン 諸 島 51 2,501 3.4 54 3,024 5.6 36 1,900 6.8 14 931 5.6 △ 51.0
パ ナ マ 112 1,576 2.1 107 1,437 2.7 61 750 2.7 50 709 4.2 △ 5.4
チ リ ー 1 15 0.0 2 31 0.1 2 11 0.0 1 38 0.2 243.8
メ キ シ コ 27 1,655 2.2 5 230 0.4 4 224 0.8 2 27 0.2 △ 87.8
バ ー ミ ュ ー ダ 5 162 0.2 9 603 1.1 5 187 0.7 1 20 0.1 △ 89.4
ア ル ゼ ン チ ン 3 9 0.0 4 45 0.1 2 13 0.0 ― 5 0.0 △ 63.5
バ ハ マ 1 208 0.3 3 125 0.2 1 54 0.2 ― ― ― 皆減
英 領 バ ー ジ ン 諸 島 7 1,161 1.6 5 12 0.0 3 12 0.0 ― ― ― 皆減
パ ラ グ ア イ ― 16 0.0 ― 5 0.0 ― 2 0.0 ― ― ― 皆減
そ の 他 8 263 0.4 2 23 0.0 ― ― ― ― 2 0.0 皆増
中 南 米 計 240 8,295 11.2 200 5,783 10.8 119 3,307 11.9 74 2,743 16.4 △ 17.1

中 華 人 民 共 和 国 76 838 1.1 102 1,099 2.0 43 430 1.5 102 919 5.5 113.8
タ イ 72 910 1.2 61 1,029 1.9 33 466 1.7 28 626 3.7 34.2
シ ン ガ ポ ー ル 49 1,073 1.4 23 468 0.9 10 204 0.7 18 511 3.1 150.2
大 韓 民 国 62 1,093 1.5 52 899 1.7 32 486 1.7 26 434 2.6 △ 10.8
イ ン ド ネ シ ア 57 1,024 1.4 25 457 0.9 15 251 0.9 24 234 1.4 △ 6.7
台 湾 26 318 0.4 51 563 1.0 26 205 0.7 18 178 1.1 △ 12.8
マ レ ー シ ア 44 586 0.8 23 256 0.5 16 118 0.4 11 127 0.8 7.8
フ ィ リ ピ ン 31 688 0.9 41 506 0.9 18 353 1.3 12 114 0.7 △ 67.6
香 港 75 1,083 1.5 51 1,034 1.9 24 341 1.2 15 113 0.7 △ 66.9
ベ ト ナ ム 17 110 0.1 5 24 0.0 2 10 0.0 7 60 0.4 496.1
イ ン ド 12 232 0.3 10 185 0.3 7 147 0.5 4 44 0.3 △ 70.0
ス リ ラ ン カ 4 21 0.0 2 12 0.0 2 12 0.0 1 16 0.1 32.4
そ の 他 3 13 0.0 2 22 0.0 ― ― ― ― ― ― ―
ア ジ ア 計 528 7,988 10.7 448 6,555 12.2 228 3,021 10.8 266 3,375 20.2 11.7

ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 ― 6 0.0 ― ― ― ― ― ― 1 1 0.0 皆増
オ マ ー ン ― ― ― 2 6 0.0 2 6 0.0 ― ― ― 皆減
イ ス ラ エ ル 1 2 0.0 3 9 0.0 3 5 0.0 ― ― ― 皆減
そ の 他 ― 118 0.2 1 6 0.0 1 6 0.0 ― ― ― 皆減
中 近 東 計 1 126 0.2 6 21 0.0 6 17 0.1 1 1 0.0 △ 92.6

オ ラ ン ダ 226 11,556 15.5 305 3,047 5.7 203 2,030 7.3 319 4,320 25.8 112.8
英 国 171 13,070 17.6 281 21,155 39.4 223 8,251 29.6 25 1,027 6.1 △ 87.6
フ ラ ン ス 17 1,257 1.7 13 360 0.7 4 247 0.9 6 157 0.9 △ 36.6
ベ ル ギ ー 7 141 0.2 7 275 0.5 4 62 0.2 4 150 0.9 140.1
ド イ ツ 36 724 1.0 29 353 0.7 10 249 0.9 15 147 0.9 △ 40.9
ル ク セ ン ブ ル グ 1 42 0.1 43 157 0.3 ― 24 0.1 48 134 0.8 448.1
ハ ン ガ リ ー 7 70 0.1 1 259 0.5 1 1 0.0 2 19 0.1 1,684.1
ポ ー ラ ン ド 2 105 0.1 2 29 0.1 1 4 0.0 2 17 0.1 302.1
イ タ リ ア 6 52 0.1 4 64 0.1 2 50 0.2 3 16 0.1 △ 67.7
チ ェ ッ コ 共 和 国 ― 3 0.0 3 57 0.1 2 54 0.2 3 11 0.1 △ 80.0
キ プ ロ ス ― ― ― 2 5 0.0 2 5 0.0 1 8 0.0 74.2
ス イ ス 5 235 0.3 3 41 0.1 1 33 0.1 1 7 0.0 △ 78.1
ス ペ イ ン 3 578 0.8 6 36 0.1 4 12 0.0 2 6 0.0 △ 47.9
ト ル コ ― 13 0.0 2 143 0.3 1 14 0.1 ― 2 0.0 △ 82.7
ス ウ ェ ー デ ン ― 3 0.0 6 923 1.7 3 911 3.3 1 2 0.0 △ 99.7
ア イ ル ラ ン ド 15 513 0.7 6 54 0.1 3 29 0.1 ― ― ― 皆減
そ の 他 13 420 0.6 3 16 0.0 ― ― ― 2 45 0.3 皆増
欧 州 計 509 28,782 38.7 716 26,974 50.2 464 11,977 43.0 434 6,069 36.3 △ 49.3

南 ア フ リ カ 共 和 国 6 175 0.2 1 14 0.0 ― 4 0.0 2 83 0.5 1,831.3
リ ベ リ ア 15 242 0.3 6 46 0.1 ― 4 0.0 4 61 0.4 1,312.1
そ の 他 3 157 0.2 ― ― ― ― ― ― 1 5 0.0 皆増
ア フ リ カ 計 24 574 0.8 7 59 0.1 ― 9 0.0 7 150 0.9 1,632.8

オ ー ス ト ラ リ ア 49 956 1.3 19 568 1.1 11 212 0.8 8 457 2.7 115.4
ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 2 20 0.0 4 145 0.3 1 2 0.0 1 5 0.0 98.8
パプア・ニューギニア ― 2 0.0 3 13 0.0 3 13 0.0 ― 2 0.0 △ 82.1
北 マ リ ア ナ 4 16 0.0 ― 7 0.0 ― 7 0.0 ― ― ― 皆減
西 サ モ ア ― ― ― ― 2 0.0 ― 2 0.0 ― ― ― 皆減
そ の 他 1 2 0.0 1 2 0.0 ― ― ― ― ― ― ―
大 洋 州 計 56 997 1.3 27 737 1.4 15 237 0.8 9 464 2.8 96.2

合 計 1,713 74,390 100.0 1,684 53,690 100.0 971 27,879 100.0 908 16,740 100.0 △ 40.0

(注) 増減率は前年同期比
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(6) 主要国別・地域別対内直接投資実績
(単位 件, 億円, ％)

年 度

国又は地域

平成11年度 平成12年度 平成12年度上期 平成13年度上期

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額構成比 構成比 構成比 構成比 増減率

ア メ リ カ 合 衆 国 622 2,487 10.4 654 10,103 32.3 296 6,599 34.9 233 4,414 28.7 △ 33.1
カ ナ ダ 12 1,686 7.0 20 674 2.2 6 2 0.0 6 445 2.923,561.2
北 米 計 634 4,173 17.4 674 10,777 34.5 302 6,601 34.9 239 4,858 31.6 △ 26.4

ケ イ マ ン 諸 島 101 2,517 10.5 130 1,318 4.2 71 1,271 6.7 68 229 1.5 △ 82.0
英 領 バ ー ジ ン 諸 島 33 233 1.0 25 69 0.2 11 17 0.1 4 8 0.1 △ 54.9
バ ー ミ ュ ー ダ 11 62 0.3 13 256 0.8 2 8 0.0 4 5 0.0 △ 34.3
パ ナ マ 3 47 0.2 1 16 0.1 ― ― ― 4 5 0.0 皆増
バ ハ マ 4 35 0.1 3 5 0.0 ― ― ― 2 4 0.0 皆増
コ ロ ン ビ ア ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1 0 0.0 皆増
チ リ ー 1 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 ― ― ― 皆減
ア ル ゼ ン チ ン ― ― ― 1 16 0.1 1 16 0.1 ― ― ― 皆減
そ の 他 1 0 0.0 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
中 南 米 計 154 2,895 12.1 174 1,680 5.4 86 1,312 6.9 83 250 1.6 △ 80.9

シ ン ガ ポ ー ル 27 737 3.1 54 97 0.3 24 22 0.1 15 66 0.4 203.9
大 韓 民 国 49 106 0.4 59 53 0.2 34 18 0.1 18 13 0.1 △ 28.7
台 湾 42 132 0.6 34 242 0.8 14 95 0.5 12 8 0.1 △ 91.8
香 港 34 120 0.5 13 19 0.1 10 19 0.1 12 7 0.0 △ 64.6
中 華 人 民 共 和 国 36 3 0.0 34 5 0.0 22 4 0.0 15 2 0.0 △ 56.0
タ イ 1 0 0.0 4 0 0.0 2 0 0.0 2 1 0.0 2,260.0
マ レ ー シ ア 1 0 0.0 3 1 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 30.0
ス リ ラ ン カ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1 0 0.0 皆増
イ ン ド 9 1 0.0 4 0 0.0 2 0 0.0 1 0 0.0 △ 40.0
パ キ ス タ ン 6 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 200.0
フ ィ リ ピ ン 1 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 △ 80.0
イ ン ド ネ シ ア 1 0 0.0 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
ネ パ ー ル 1 0 0.0 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 ― ― ― 1 0 0 ― ― ― ― ― ― ―
ア ジ ア 計 208 1,100 4.6 208 418 1.3 111 158 0.8 79 97 0.6 △ 38.6

イ ス ラ エ ル 18 2 0.0 9 3 0.0 3 2 0.0 2 0 0.0 △ 90.5
ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2 0 0.0 皆増
そ の 他 1 0 0.0 2 0 0.0 2 0 0.0 ― ― ― 皆減
中 近 東 計 19 2 0.0 11 3 0.0 5 2 0.0 4 0 0.0 △ 89.4

オ ラ ン ダ 104 4,712 19.6 97 518 1.7 44 178 0.9 43 6,904 45.0 3,773.2
英 国 65 898 3.7 106 559 1.8 45 65 0.3 45 1,418 9.2 2,075.3
ベ ル ギ ー 7 7 0.0 4 88 0.3 4 88 0.5 6 402 2.6 355.8
ド イ ツ 82 467 1.9 71 2,797 8.9 33 105 0.6 25 79 0.5 △ 25.0
ア イ ル ラ ン ド 9 114 0.5 15 217 0.7 5 13 0.1 12 68 0.4 429.3
フ ラ ン ス 49 7,457 31.1 59 296 0.9 29 156 0.8 30 55 0.4 △ 64.9
ス イ ス 52 384 1.6 25 2,172 7.0 14 222 1.2 14 44 0.3 △ 80.0
ノ ル ウ ェ ー 1 1 0.0 4 1 0.0 1 0 0.0 2 20 0.166,666.7
デ ン マ ー ク 8 13 0.1 9 18 0.1 4 16 0.1 7 9 0.1 △ 46.1
ス ウ ェ ー デ ン 4 2 0.0 10 41 0.1 5 0 0.0 3 5 0.0 1,093.0
ル ク セ ン ブ ル グ 6 31 0.1 13 37 0.1 9 19 0.1 4 5 0.0 △ 74.7
イ タ リ ア 16 12 0.1 4 0 0.0 2 0 0.0 8 1 0.0 264.0
オ ー ス ト リ ア 5 21 0.1 6 54 0.2 6 54 0.3 2 1 0.0 △ 98.7
ス ペ イ ン 4 13 0.1 5 24 0.1 1 0 0.0 1 0 0.0 400.0
フ ィ ン ラ ン ド 5 1 0.0 5 63 0.2 1 4 0.0 1 0 0.0 △ 97.1
そ の 他 6 3 0.0 8 4 0.0 3 4 0.0 ― ― ― 皆減
欧 州 計 423 14,137 58.9 441 6,889 22.0 206 924 4.9 203 9,010 58.7 875.1

南 ア フ リ カ 共 和 国 1 2 0.0 ― ― ― ― ― ― 1 0 0.0 皆増
そ の 他 2 2 0.0 4 3 0.0 2 0 0.0 ― ― ― 皆減
ア フ リ カ 計 3 4 0.0 4 3 0.0 2 0 0.0 1 0 0.0 △ 66.7

オ ー ス ト ラ リ ア 7 66 0.3 10 6 0.0 4 2 0.0 3 0 0.0 △ 83.2
西 サ モ ア 1 0 0.0 2 32 0.1 2 32 0.2 1 0 0.0 △ 99.3
ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 6 1 0.0 3 30 0.1 3 30 0.2 1 0 0.0 △ 99.9
そ の 他 1 0 0.0 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
大 洋 州 計 15 68 0.3 15 69 0.2 9 64 0.3 5 1 0.0 △ 99.1

日 本 249 1,615 6.7 315 11,413 36.5 132 9,840 52.1 111 1,141 7.4 △ 88.4

合 計 1,705 23,993 100.0 1,842 31,251 100.0 853 18,901 100.0 725 15,358 100.0 △ 18.7

(注) 1. 日本からの対内直接投資は, 外資系企業によるものである｡
2. 増減率は前年同期比
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